
◆令和３～５年度の保険料率（年額）一覧表 

段 階 保 険 料 率 対  象  者  の  区  分 

１ 
２２，５００円 

(基準額×0.30) 

・世帯全員が市町村民税非課税で，本人は老齢福祉年金受給者 

・生活保護受給者 

・世帯全員が市町村民税非課税で，本人の前年の課税年金収入額※1と公的年

金等所得を除く合計所得金額※2（マイナスの場合は０円で計算します。）の

合計額が８０万円以下の人 

２ 
３０，０００円 

(基準額×0.40) 

・世帯全員が市町村民税非課税で，本人の前年の課税年金収入額※1と公的年

金等所得を除く合計所得金額※2（マイナスの場合は０円で計算します。）の

合計額が８０万円超え１２０万円以下の人 

３ 
４８，７５０円 

(基準額×0.65) 

・世帯全員が市町村民税非課税で，本人の前年の課税年金収入額※1と公的年

金等所得を除く合計所得金額※2（マイナスの場合は０円で計算します。）の

合計額が１２０万円超えの人 

４ 
６３，７５０円   

(基準額×0.85) 

・市町村民税課税者がいる世帯で，本人は市町村民税非課税かつ本人の前年の

課税年金収入額※1 と公的年金等所得を除く合計所得金額※2（マイナスの

場合は０円で計算します。）の合計額が８０万円以下の人 

５ 
７５，０００円 

(基準額) 

・市町村民税課税者がいる世帯で，本人は市町村民税非課税かつ本人の前年の

課税年金収入額※1 と公的年金等所得を除く合計所得金額※2（マイナスの

場合は０円で計算します。）の合計額が８０万円超えの人 

６ 
９０，０００円 

(基準額×1.20) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が１２０万円未満

の人 

７ 
９７，５００円 

(基準額×1.30) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が１２０万円以上

２１０万円未満の人 

８ 
１１２，５００円   

(基準額×1.50) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が２１０万円以上

３２０万円未満の人 

９ 
１２７，５００円   

(基準額×1.70) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が３２０万円以上

４００万円未満の人 

１０ 
１３８，７５０円   

(基準額×1.85) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が４００万円以上

６００万円未満の人 

１１ 
１５０，０００円   

(基準額×2.00) 

・本人が市町村民税課税で，本人の前年の合計所得金額※3が６００万円以上

の人 

※１ 課税年金収入額とは 

 市町村民税の課税対象とされる公的年金等(所得税法第 35条第 3項)の収入金額のことで，遺族年金，障害年金，老齢福祉年金な

どは含みません。 

※２ 第１～５段階の判定に用いる合計所得金額とは 

地方税法上の合計所得金額（当該合計所得金額に給与所得（所得税法第 28 条第１項）が含まれている場合には，当該給与所得

については，所得税法第 28条第２項の規定によって計算した金額（租税特別措置法第 41条の３の３第２項の規定による控除が

行われている場合には，その控除前の金額）から 10万円を控除して得た額（当該額が０を下回る場合には，０とします。）によ

るものとして計算した額とします。）から租税特別措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除

した後の金額をいいます。 

（注）第１～５段階については，上記の第１～５段階の判定に用いる合計所得金額から公的年金等に係る雑所得（所得税法第 35

条第２項第１号）を除いた金額を介護保険料の計算に用います。 



※３ 第６～１１段階の判定に用いる合計所得金額とは 

地方税法上の合計所得金額（当該合計所得金額に給与所得（所得税法第 28条第１項）又は公的年金等（同法第 35条第３項）に

係る所得が含まれている場合には，給与所得及び公的年金等に係る所得の合計額については，所得税法第 28 条第２項の規定に

よって計算した金額及び同法第 35条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から 10万円を控除して得た額（当該額

が０を下回る場合には，０とします。）によるものとして計算した額とします。）から租税特別措置法に規定される長期譲渡所得

及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した後の金額をいいます。 

・地方税法上の合計所得金額とは，地方税法第 292 条第 1 項第 13 号に規定されており，給与所得や事業所得，雑所得（公的年金

等含む。）等の総所得金額（繰越控除前），分離課税の譲渡所得金額（特別控除前），分離課税の上場株式等に係る配当所得の金額

（繰越控除前），株式等に係る譲渡所得等の金額（繰越控除前），先物取引に係る雑所得等の金額（繰越控除前），山林所得金額及

び退職所得金額の合計額をいいます。 

・租税特別措置法に規定される長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除とは，以下の規定の特別控除をいいます。 

租税特別措置法第 33条の４第１項若しくは第２項，第 34条第１項，第 34条の２第１項，第 34条の３第１項，第 35条第１項，

第 35条の２第１項，第 35条の３第１項又は第 36条 


